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と
を
心
か
ら
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

　

こ
の
10
年
ほ
ど
、
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

は
大
規
模
電
源
一
辺
倒
か
ら
分
散
型
電
源
と

の
共
存
を
図
る
方
向
へ
と
変
わ
り
、
そ
れ
に

伴
い
コ
ー
ジ
ェ
ネ
も
重
要
電
源
の
１
つ
と
位

置
づ
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　

初
め
て
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
数
値
目
標
が
記
載

さ
れ
た
の
は
２
０
１
０
年
の
「
第
３
次
エ
ネ

ル
ギ
ー
基
本
計
画
」で
す
。「
天
然
ガ
ス
コ
ー

コ
ー
ジ
ェ
ネ
財
団

設
立
10
周
年
に
寄
せ
て

分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
要
と
し
て

さ
ら
な
る
発
展
を

　2011年9月に発足したコージェネレーション・
エネルギー高度利用センター（コージェネ財団）
は今年10周年を迎えた。その間、自立性、レジリエ
ンス性に優れた分散型エネルギーの重要性は高
まり、その要としてコージェネレーション（熱電併
給）システムの存在感も大きくなった。コージェネ
財団の柏木孝夫理事長が10年間の歩みを振り返
り、コージェネが未来に向けていかに日本のエネ
ルギーシステムの変革を主導すべきかを語った。

　

コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

高
度
利
用
セ
ン
タ
ー
（
コ
ー
ジ
ェ
ネ
財
団
）

は
今
年
９
月
、
発
足
か
ら
10
周
年
を
迎
え
ま

し
た
。
現
在
、コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン（
熱

電
併
給
）
シ
ス
テ
ム
の
導
入
容
量
は
累
積
で

１
３
３
０
万
kW
を
超
え
、
そ
の
発
電
電
力
量

は
日
本
全
体
の
約
６
％
を
占
め
る
電
源
と

な
っ
て
い
ま
す
。
会
員
企
業
の
皆
様
の
尽
力

に
よ
り
、
順
調
に
普
及
・
拡
大
し
て
き
た
こ

コ
ー
ジ
ェ
ネ
は

電
力
量
の
６
％
を
占
め
る
電
源
に
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コージェネ財団の歩み

ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
一
翼
を
担
う
電
源
と

し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

1984年5月「日本熱電併給技術懇談会（第１回）」開催。1985年4月
「日本コージェネレーション研究会」設立。1997年10月「日本コー
ジェネレーションセンター」に改称。2009年4月「財団法人 天然ガス導
入促進センター」と合併。2011年9月「一般財団法人 コージェネレー
ション・エネルギー高度利用センター」に改称。2014年4月通称財団
名「コージェネ財団」を採用。2021年「一般財団法人 コージェネレー
ション・エネルギー高度利用センター」10周年、「日本コージェネレー
ション研究会」設立36周年を迎える。
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（JFE エンジニアリング株式会社 提供）

現
在
、
策
定
中
の
「
第
６
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基

本
計
画
」
で
も
、
コ
ー
ジ
ェ
ネ
は
分
散
型
エ

ジ
ェ
ネ
を
30
年
ま
で
に
倍
増
し
１
１
０
０
万

kW
を
目
指
す
」
と
明
記
さ
れ
ま
し
た
。
14
年

の
「
第
４
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」
に
は
、

コ
ー
ジ
ェ
ネ
も
取
り
込
ん
だ
ス
マ
ー
ト
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
構
想
と
「
30
年
に
家
庭
用
燃

料
電
池
（
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム
）
５
３
０
万
台
の

導
入
」
が
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
業
界
に
大
き
な
イ
ン
パ
ク
ト

を
与
え
た
の
が
15
年
に
経
済
産
業
省
が
発
表

し
た
「
長
期
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
見
通
し
」
で

す
。
コ
ー
ジ
ェ
ネ
を
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

有
力
な
ア
イ
テ
ム
と
し
て
「
30
年
の
導
入
量

１
１
９
０
億
kW
ｈ
程
度
」
と
電
力
消
費
の

12
％
相
当
と
す
る
目
標
を
掲
げ
た
の
で
す
。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
主
力
電
源
化
を
明

記
し
た
18
年
の
「
第
５
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本

計
画
」
で
は
、
変
動
性
の
高
い
再
エ
ネ
の
調

整
役
と
し
て
コ
ー
ジ
ェ
ネ
に
一
層
脚
光
が
集

ま
る
形
と
な
り
ま
し
た
。

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
市
場
に
お
い
て
自
由
化
が
進

ん
だ
こ
と
も
コ
ー
ジ
ェ
ネ
普
及
の
追
い
風
に

な
り
ま
し
た
。
旧
一
般
電
力
事
業
者
は
電
力

需
要
の
ピ
ー
ク
に
合
わ
せ
て
電
源
を
持
っ
て

い
ま
し
た
が
、
市
場
原
理
の
下
で
は
稼
働
率

の
低
い
設
備
は
抱
え
ら
れ
ま
せ
ん
。
新
規
参

入
し
た
事
業
者
は
安
定
的
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
を

供
給
す
る
た
め
、
コ
ー
ジ
ェ
ネ
を
含
む
分
散

型
電
源
を
所
有
し
よ
う
と
動
い
て
い
ま
す
。

　

菅
義
偉
首
相
は
「
50
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
達
成
」「
30
年
度
に
13
年
度
比
46
％

の
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
」
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

Ｂ
Ｃ
Ｐ
や
調
整
電
源
と
し
て

重
要
性
増
す

　

コ
ー
ジ
ェ
ネ
が
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス

テ
ム
の
中
で
確
固
た
る
地
位
を
確
立
し
た
背

景
に
は
、
メ
ー
カ
ー
各
社
の
技
術
開
発
に
よ

る
性
能
向
上
が
あ
り
ま
す
。
直
近
の
20
年
間

に
お
い
て
も
、
発
電
効
率
は
５
〜
10
ポ
イ
ン

ト
向
上
し
て
お
り
、
８
MW
級
の
ガ
ス
エ
ン
ジ

ン
で
は
51
％
に
達
し
た
製
品
も
登
場
し
て
い

ま
す
。
ま
た
、「
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム
」
は
、
発

電
効
率
の
向
上
と
と
も
に
コ
ン
パ
ク
ト
化
も

進
み
ま
し
た
。
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コ
ー
ジ
ェ
ネ
が
持
つ
多
様
な
価
値
へ
の
評

価
も
高
ま
り
ま
し
た
。
コ
ー
ジ
ェ
ネ
は
高
温

域
の
熱
を
発
電
に
使
い
、
排
熱
を
蒸
気
や
温

水
で
使
い
尽
く
す
と
い
う
、
カ
ス
ケ
ー
ド
利

用
が
可
能
な
高
効
率
シ
ス
テ
ム
で
す
。
商
業

施
設
、
マ
ン
シ
ョ
ン
、
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
な
ど

複
数
の
建
物
を
束
ね
、
エ
リ
ア
内
で
熱
を
面

的
融
通
す
れ
ば
、
極
め
て
合
理
的
な
エ
ネ
ル

ギ
ー
シ
ス
テ
ム
を
構
築
で
き
ま
す
。
気
候
変

動
問
題
が
深
刻
化
し
、
Ｃ
Ｏ
２
削
減
が
求
め

ら
れ
る
中
、
即
効
性
の
高
い
省
エ
ネ
機
器
と

し
て
利
用
が
進
ん
で
き
ま
し
た
。

　

東
日
本
大
震
災
の
後
は
Ｂ
Ｃ
Ｐ
（
事
業
継

続
計
画
）
の
観
点
か
ら
も
重
要
性
が
増
し
ま

し
た
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
産
業
と
生
活
の
基
盤

で
あ
り
、
安
定
供
給
が
何
よ
り
も
重
要
で
す
。

災
害
時
に
停
電
に
見
舞
わ
れ
た
地
域
で
コ
ー

ジ
ェ
ネ
が
稼
働
し
業
務
や
生
活
を
継
続
で
き

た
例
が
出
た
こ
と
で
、
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
性
の

高
い
自
立
電
源
と
し
て
重
視
さ
れ
る
よ
う
に

な
り
ま
し
た
。

　

今
後
、
Ｉ
ｏ
Ｔ
や
Ａ
Ｉ
な
ど
最
新
デ
ジ
タ

ル
技
術
を
駆
使
し
た
「
Ｄ
Ｒ
（
デ
マ
ン
ド

レ
ス
ポ
ン
ス
）」
や
「
Ｖ
Ｐ
Ｐ
（
バ
ー
チ
ャ

ル
パ
ワ
ー
プ
ラ
ン
ト
）」
が
拡
大
す
る
局
面

に
お
い
て
も
、
調
整
電
源
の
役
割
を
果
た
す

コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
重
要
性
は
一
層
増
し
て
い
き

ま
す
。
コ
ー
ジ
ェ
ネ
や
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム
を
搭

載
し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
が
ゼ
ロ
で
あ
る

上
に
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
性
も
高
い
「
Ｚ
Ｅ
Ｂ-

Ｒ
」
や
「
Ｚ
Ｅ
Ｈ-

Ｒ
」
が
大
き
く
成
長
を

遂
げ
る
は
ず
で
す
。

開
業
時
か
ら
コ
ー
ジ
ェ
ネ
が
稼
働
し
て
い
た
六
本
木
ヒ
ル
ズ

（
東
京
都
港
区
）は
東
日
本
大
震
災
の
際
に
も
ビ
ル
内
の
電

力
が
止
ま
ら
ず
Ｂ
Ｃ
Ｐ
性
が
高
く
評
価
さ
れ
た

「2050年カーボンニュートラル社会におけるコージェネの提供価値」
コージェネの提供価値

省エネ
省コスト
CO₂削減

再エネ大量
導入への
貢献

レジリエンス
の向上

エネルギーの
地産地消

・ バイオマス
・ 合成燃料
・ オフセットLNG
・ 再エネ水素など

カーボン
ニュートラルな燃料

・ 不安定な再エネの出力を補完する
調整力の提供

・ 迅速な起動と高い制御性により
プロシューマーとして機動的運用が
可能

・ 熱電併給による排熱の有効利用
・ エネルギーのカスケード利用

・ 災害時の熱電併給による事業継続（BCP）
・ 防災拠点、避難所への電力供給

・ バイオマスなど地域エネルギー資源活用
・ 地域経済の活性化
・ ICT活用によるスマートエネルギー
ネットワークの形成

脱炭素化

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
社
会
に
向
け
て

コ
ー
ジ
ェ
ネ
は
価
値
を
提
供
し
続
け
る

　

菅
首
相
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
宣
言

以
降
、
脱
炭
素
化
へ
の
動
き
は
加
速
し
て
い

ま
す
が
、
イ
ン
フ
ラ
を
伴
う
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ

ス
テ
ム
の
変
革
は
そ
う
簡
単
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。
脱
炭
素
社
会
へ
の
移
行
期
と
し
て
、
ま

ず
は
高
効
率
な
コ
ー
ジ
ェ
ネ
を
含
む
分
散
型

エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
、
一
層
の

省
エ
ネ
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
で
す
。
そ
の

上
で
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に

向
け
て
は
燃
料
を
脱
炭
素
化
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
ま
す
。

　

そ
こ
で
期
待
さ
れ
る
の
が
水
素
で
す
。
要

所
に
水
素
タ
ン
ク
を
設
置
し
、
コ
ー
ジ
ェ
ネ

や
燃
料
電
池
で
最
大
限
に
活
用
す
れ
ば
省
エ

ネ
・
脱
炭
素
化
を
実
現
し
た
コ
ン
パ
ク
ト
ス

マ
ー
ト
シ
テ
ィ
ー
の
構
築
が
可
能
で
す
。
さ

ら
に
水
素
と
Ｃ
Ｏ
２
か
ら
メ
タ
ン
を
生
成
す

る
メ
タ
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
に
よ
っ
て
、
既

存
の
イ
ン
フ
ラ
や
機
器
を
利
用
し
な
が
ら
都

市
ガ
ス
等
の
燃
料
を
脱
炭
素
化
で
き
ま
す
。

　

今
後
、
大
規
模
電
源
と
共
存
し
な
が
ら
分

散
型
電
源
が
一
層
成
長
・
発
展
を
遂
げ
て
い

く
こ
と
は
間
違
い
あ
り
ま
せ
ん
。
時
代
に
即

し
た
価
値
を
提
供
で
き
る
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
伸

び
し
ろ
は
大
き
く
、
大
き
な
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

が
あ
る
と
断
言
で
き
ま
す
。

　

財
団
は
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
普
及
促
進
を
さ
ら

に
加
速
す
べ
く
、
努
力
を
続
け
て
い
き
ま
す
。

会
員
企
業
の
皆
様
に
は
引
き
続
き
ご
協
力
・

ご
支
援
を
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
、
お
願
い
申

し
上
げ
ま
す
。

（森ビル株式会社 提供）
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